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レーザー距離計を用いた簡便な Functional reach test の開発
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抄　録 
〔目的〕　簡便に測定できるレーザー距離計を用いた Functional reach test （以下，レーザー距離計法） の信
頼性・妥当性を検討すること。

〔方法〕　健常成人67名を対象とした。レーザー距離計法は，直立位で肩関節を90°屈曲した開始肢位にて壁
までの距離を測定したのち，前方に手を伸ばした終了肢位にて再度距離を測定し，前者から後者を差し引い
て測定値とした。壁までの距離を 2 m，3 m，4 m とし，各 3 回ずつ測定した。基準尺度として，最初に
Functional reach test が提唱された方法に近い計測機器法，既存の方法として指示棒を用いた指示棒法を各
2 回ずつ測定した。 3 方法の信頼性は級内相関係数を用いて検討した。レーザー距離計法と基準尺度との関
連の強さを示す基準関連妥当性を Pearson の積率相関係数を用いて検討した。 3 方法の測定値の差は反復測
定の分散分析および事後検定として Shaffer 法を用いて検討した。

〔結果〕　レーザー距離計法の級内相関係数は0.86であり，計測機器法の0.89に比べやや低かったが，指示棒
法の0.79と比べて高かった。レーザー距離計法と計測機器法とは0.71と有意な強い正の相関があり，基準関
連妥当性が高かった。レーザー距離計法は計測機器法および指示棒法に比べ有意に短かった。

〔結語〕　レーザー距離計法は，信頼性および妥当性が高く，姿勢の安定化に寄与する要因を排除して測定で
きる尺度であった。また，レーザー距離計法は場所を選ばずに測定できることから病棟や訪問業務での再現
が可能であると考えられた。
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Ⅰ．はじめに

　本邦において，介護が必要となった主な原因のう
ち，骨折・転倒は要支援者，重度の要介護者が上位
を占めている1）。障害の発生予防および重症化予防
の点において，高齢者の転倒を予防することは重要
である。転倒の危険因子として，動作を伴う場合の姿
勢保持能力である動的バランス能力の低下が挙げられ
る。したがって，動的バランス能力を評価し，治療ア
プローチを行うことは転倒予防のために重要である。
　Functional reach test （以下，FRT） は，本邦で
は介護予防の分野など広く用いられている尺度であ
る。FRT は，Duncan ら2）が開発した動的バランス
の評価指標であり，簡便な手順で測定できるという
特徴をもつ。FRT の原法は，対象者の肩峰の高さに
合わせて壁にものさしを水平に固定し，直立位で肩関

節を90°屈曲した開始肢位からできるだけ前方に手を
伸ばした終了肢位までの中手指節間関節の移動距離を
測定するというものである。原法では，ものさしを設
置するスペースが必要であることに加え，対象者に合
わせてものさしの高さを調整しなければならないとい
う煩雑性があり，それに代わる方法が用いられてい
る。
　FRT の測定には，マルチスケールを用いた方法3），
ホワイトボードを用いた方法4），専用の測定器を用
いた方法5）などが臨床的に用いられている。しかし，
FRT の測定に用いる機器は構造が強固で重い物や持
ち運びが困難な物が多いことから，FRT を測定する
場所が制限されやすい。森尾ら6）は，持ち運びがし
やすい指示棒を用いた FRT の測定方法（以下，指
示棒法）を考案している。指示棒法は，最大長に伸
ばした指示棒の先端が壁に接する位置に立ち，でき
るだけ前方に手を伸ばす際に指示棒を短縮させると
いうものである。測定に用いる機器が指示棒とメ
ジャーのみでよく，病棟や訪問業務など場所を問わ
ずに実施できるとされている。しかし，指示棒法と原
法とは強い相関関係にあるとする報告6）と中等度の相
関関係であるとする報告7）が混在しており，指示棒の
基準関連妥当性の見解が研究者によって異なる。
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レーザー距離計は，建築や地学などの分野で用い
られ，レーザー光を照射し対象物との距離を瞬時に
測定できる機器である。我々はレーザー距離計を用
い，簡便に実施できるFRTの測定方法（以下，レー
ザー距離計法）を考案した。レーザー距離計法は，
指示棒法と同様に場所を問わずに	FRT	を測定でき
ることが特徴である。本研究では，レーザー距離計
法の信頼性および既存の	FRT	の方法との妥当性に
ついて検討することを目的とした。

Ⅱ．対象と方法
1 ．対象
　健常成人67名（男性20名，女性47名，平均身長 

163.1±10.2 cm）を対象とした。対象者の平均年齢
は43.6±11.6歳（21－67歳）であり，年齢階級別人
数は21－29歳が 9 名，30－39歳が12名，40－49歳が
24名，50－59歳が18名，60－69歳が 3 名であった。
　本研究は青森県立保健大学研究倫理委員会の承認
を得て実施した（承認番号1824）。

2 ．測定方法
　我々が考案したレーザー距離計法，基準尺度とし
てマルチスケールを用いた方法3）（以下，計測機器
法），既存のFRTの方法として指示棒法を測定した。
1 ）レーザー距離計法（図 1 A）
　レーザー距離計法では，Tajima 社製レーザー距離

開始肢位 終了肢位 
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((LL))  

AA  

((LL))  
((bb))  

BB  

((cc))  ((LL))  

CC  

図 1 ．FRT の測定方法
A：レーザー距離計法

………レーザー光（不可視）
（L）：開始肢位における壁までの距離　（a）：終了肢位における壁までの距離
測定値＝（L）－（a）

B：計測機器法
（L）：開始肢位のスライディングバーの長さ　（b）：終了肢位のスライディングバーの長さ
測定値＝（L）－（b）

C：指示棒法
（L）：指示棒の最大長　（c）：短縮させた指示棒の長さ
測定値＝（L）－（c）
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計 F02（LKT-F02R）（図 2 ）を使用した。レーザー
距離計は数多く存在するが，バランス検査の道具と
して用いるため，軽量（50 g）であること，今後，
転倒リスクの高い高齢者に応用することを想定し，
操作が簡便であることを選定基準とした。
　利き手側にレーザー距離計を把持させ，肩関節を
90°屈曲し，壁に向かった立位を開始肢位とした。開
始肢位でレーザー距離計の測定ボタンを押し，壁ま
での距離を測定した。その後もう一度レーザー距離
計の測定ボタンを押し，レーザー光が壁に照射され
ている状態で，最初の照射位置に向けてできるだけ
前方に手を伸ばすよう命令した。最大限前方に伸ば
した位置を終了肢位とした。終了肢位で再度レー
ザー距離計の測定ボタンを押し，壁までの距離を測
定した。測定値の定義は開始肢位の壁までの距離か
ら終了肢位の壁までの距離を差し引いた長さとした。
　立位をとる位置から壁までの距離が測定値へ与え
る影響を明らかにするために，壁までの距離を 2 m，
3 m，4 m として各 3 回，計 9 回をランダム化して
実施した。立位をとる位置から壁までの最小距離を 
2 m とした理由は，レーザー距離計の測定可能距離
の最小値が 0.2 m であり，対象者の上肢長，FRT
の測定値を考慮し，終了肢位での壁までの距離が 
0.2 m 以下にならないようにしたためである。
2 ）計測機器法（図 1 B）
　計測機器法は，molten 社製マルチスケールを用い
た。マルチスケールのスライディングバーの高さを
被験者の肩峰の高さに設定し，肩関節を90°屈曲した
立位を開始肢位とした。開始肢位から可能な限り前
方に手を伸ばすよう命令し，最大限前方に伸ばした
位置を終了肢位とした。測定値の定義は開始肢位と
終了肢位の右中指指尖の移動距離とした。測定は 2
回行い，最大値を代表値とした。
3 ）指示棒法（図 1 C）
　指示棒法は，コクヨ社製の指示棒を用い，森尾ら6）

の方法に準じて測定した。最長に伸ばした指示棒を
利き手で把持させ，肩関節を90°屈曲し，指示棒の先
端が壁に接する位置に立位をとり，開始肢位とした。
開始肢位から可能な限り前方に手を伸ばすよう命令
し，最大限前方に伸ばした位置を終了肢位とした。
測定値の定義は最長に伸ばした指示棒の長さから短

縮した指示棒の長さを差し引いた長さとした。測定
は 2 回行い，最大値を代表値とした。
　なお，開始肢位から体幹を前傾しながら指示棒を
短縮させるため，終了肢位の指示棒は壁に対して斜
めになることから，図 1 C では短縮した指示棒の長
さを斜めに描画した。

3 ．統計学的解析
レーザー距離計法において，立位をとる位置から

壁までの距離をそれぞれ 2 m，3 m，4 m とした際
の測定値の差について反復測定の分散分析を行った。
また，この後の統計学的解析におけるレーザー距離
計法の代表値は壁までの距離を 2 m としたときの測
定値とした。
　各測定方法の 2 回繰り返し測定の測定値をもとに
級内相関係数（Intraclass Correlation Coefficient：
以下，ICC）（1,1）を用いて検者内信頼性を検討し
た。レーザー距離計法，指示棒法と計測機器法との
基準関連妥当性を Pearson の積率相関係数を用いて
検討した。さらに，レーザー距離計法，計測機器法
および指示棒法のそれぞれの測定値の差について反
復測定の分散分析を行い，事後検定には Shaffer 法
を用いた。統計解析には R Ver 4.0.2を用い，有意
水準を両側検定で 5 ％未満とした。

Ⅲ．結　果

1 ．レーザー距離計法における立位をとる位置から
壁までの距離の影響（表 1 ）

　立位をとる位置から壁までの距離をそれぞれ 2 m，
3 m，4 m とし， 3 群間の測定値の差について反復測
定の分散分析を行った結果，有意差はなかった。レー
ザー距離計法の測定値は，立位をとる位置から壁まで
の距離に影響を受けないことが明らかとなった。

2 ．FRTの各測定方法のICCおよび標準偏差（表 2 ）
レーザー距離計法の ICC は0.86であり，計測機器

法の0.89に比べてやや低く，指示棒法の0.79に比べ
高かった。

3 ．レーザー距離計法の基準関連妥当性（表 3 ）
レーザー距離計法と計測機器法とは0.71，指示棒

法と計測機器法とは0.75のそれぞれ有意な正の相関
があり，レーザー距離計法，指示棒法ともに計測機
器法との基準関連妥当性が高かった。レーザー距離
計法と指示棒法とは0.69の有意な正の相関があった。

4 ．FRT の各測定方法における測定値の平均値の差
（表 4 ）

レーザー距離計法，計測機器法，指示棒法の測定
値の平均値はそれぞれ，37.5±7.1 cm，39.5±7.0 
cm，42.2±7.7 cm であった。 3 方法の測定値につ
いて反復測定の分散分析および事後検定として Shaf-
fer 法を行った結果，レーザー距離計法は計測機器法
および指示棒法に比べ有意に短かった。また，計測

図 2 ．Tajima 社製のレーザー距離計
　バランス検査の道具として使用するため軽量（50 g）であるこ
と，また，レーザー距離計法を転倒リスクのある高齢者に応用す
ることから，操作が簡単である Tajima 社製のものを採用した。
中央の ON ボタンを一度押すと照射物までの距離を測定できる。
もう一度 ON ボタンを押すと再度レーザー光が照射され，もう一
度押すと再度距離を測定することができる。
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機器法は指示棒法に比べ有意に短かった。

Ⅳ．考　察

1 ．レーザー距離計法の測定方法および機器の特性
について

　本研究において，立位をとる位置から壁までの距
離を 2－4 m の間で変化させてレーザー距離計法を
測定したが，各測定値の平均値に差はなかったこと
から，立位をとる位置から壁までの距離は 2－4 m
の範囲であれば測定値に影響を与えないことが示さ
れた。レーザー距離計法の測定方法の基準化を図る
ための手順として，レーザー光を照射した状態で前
方へ手を伸ばすこと，レーザー光の照射位置を開始
肢位と終了肢位で同一にするよう教示することが重
要であると考えられた。
　本研究で使用した Tajima 社製レーザー距離計 F02

（LKT-F02R）は，これまで FRT の測定に用いられ
てきた道具のなかでも安価であり，重量が 50 g と
かなり軽量であるため携帯性にも優れていた。さら

に，測距に適さない環境である反射率が低いター
ゲットにおいて測距精度は±5.0 mm，測距範囲は 
0.2 m－15 m であり8），通常測定する自宅等の環境
下において，レーザー距離計法を再現するのには十
分であるため，病棟や訪問業務などでも活用できる
と考えられた。これまで場所を問わずに測定できる
とされていた指示棒法では，開始肢位における足部
の位置の微調整や，終了肢位における指示棒の長さ
の測定が必要だが，レーザー距離計法ではその点が
解消されており，簡便に測定することが可能であっ
た。今後はレーザー距離計法を転倒予防に活用する
ため，動的バランス能力の低下した高齢者を対象と
して測定し，転倒リスクとの関連を明らかにしてい
くことが重要であると考えられた。

2 ．レーザー距離計法の信頼性・妥当性
レーザー距離計法の信頼性を検討した結果，ICC

は0.86であり，本研究における計測機器法の0.89に
比べてやや低かったが，指示棒法の0.79と比べて高

表 1 ．レーザー距離計法における立位をとる位置から壁ま
での距離の影響

壁までの距離（m） 平均±標準偏差（cm） p

2 37.5±7.1
0.503 37.2±7.3

4 37.2±6.9

反復測定の分散分析

表 2 ．各測定方法の ICC（n＝67）

測定方法 ICC

レーザー距離計法 0.86
計測機器法 0.89
指示棒法 0.79

ICC: Intraclass Correlation Coefficient

表 3 ．各測定方法間の相関関係

レーザー
距離計法 計測機器法 指示棒法

レーザー距離計法 0.71＊ 0.69＊

計測機器法 0.75＊

指示棒法

Pearson の積率相関係数（＊p＜0.05）

表 4 ．各測定方法の測定値の平均値，最小値および最大値（cm）

測定方法 平均±標準偏差 最小値 最大値 p

レーザー距離計法 37.5±7.1 16.8 59.5
0.004

計測機器法 39.5±7.0 20.0 58.5
指示棒法 42.2±7.7 20.5 62.0

反復測定の分散分析および事後検定として Shaffer 法（＊＊p＜0.001）

＊＊
＊＊



39

レーザー距離計を用いた Functional reach test の開発

かった。本研究では， 2 回の連続測定ではあったが，
Duncan ら2）の先行研究と同様に ICC が高く，信頼
性が高い測定方法であると判断できた。

レーザー距離計法と計測機器法との相関関係を検
討した結果，レーザー距離計法と計測機器法とは
0.71，指示棒法と計測機器法とは0.75で，双方とも
基準関連妥当性が高かった。森尾ら6）は，指示棒法
と原法との基準関連妥当性について，0.90～0.93の
強い正の相関があったと報告しているが，Demura
ら7）は指示棒法と原法とは0.63～0.65の中等度の正
の相関があったと報告している。本研究において，
Demura ら7）の報告より基準関連妥当性が高かった
が森尾ら6）の報告には及ばず，測定条件の精査・実
施により精度を高めることで基準関連妥当性を高め
られる可能性を残した。

3 ．レーザー距離計法と他の測定方法との比較
　本研究において，レーザー距離計法の測定値は計
測機器法および指示棒法に比べ有意に短かった。
Duncan ら2）の原法では，壁にものさしを水平に固
定し，支持物に触れずに FRT を測定するのに対し，
計測機器法および指示棒法では終了肢位で支持物に
触れるという特徴をもつ。Holden ら9）は 0.98 N 以
下の指先で触れるような軽微な力でも姿勢は安定し

（light touch 効果），5-8 N の力は姿勢を安定させる
のに十分だと報告している。計測機器法に用いるマ
ルチスケールは，スライディングバーの摩擦抵抗が
小さいものの指先で支持物に触れるため，light
touch 効果の影響を否定できない。また，森尾ら6）

は，指示棒を短縮させる際の反力が 0.77±0.15 kgf
（7.5±1.5 N）であったと報告しており，light touch
効果以上に姿勢の安定化に影響を及ぼすことが明ら
かであった。さらに，Demura ら7）は，原法が指示
棒法に比べ約 5 cm 程度有意に小さかったと報告し
ている。レーザー距離計法は終了肢位にて支持物に
触れないという点で原法と同様の特徴をもつことか
ら，Demura ら7）の報告と同様に指示棒法に比べ小
さかったと考えられた。いずれにしても，FRT を行
う際に支持物に触れることが姿勢の安定に寄与し，
指示棒法においてその影響がより強く現れると考え
られ，指示棒法の課題が浮き彫りになった。
　一方，レーザー距離計法では，終了肢位において
立位をとる位置から壁までの距離を測定する際に，
バランスを保持しながらレーザー距離計を操作する
必要がある。終了肢位はできるだけ最大限前方に手
を伸ばした姿勢であり，不安定な姿勢を保持しなが
ら機器を操作するという二重課題になりやすく，
レーザー距離計法は過小評価になることが明らかと
なった。今後は，原法のように支持物に触れずに測

定できる FRT の方法とレーザー距離計法との関連
を検討していく必要があると考えられた。

Ⅴ．結　論

　本研究において，レーザー距離計法は，立位をと
る位置から壁までの距離が 2-4 m の範囲では測定値
の誤差が小さく，信頼性および妥当性が高い測定方
法であった。また，壁などの支持物に触れないとい
う点でレーザー距離計法は計測機器法，指示棒法と
異なり，姿勢の安定化に寄与する要因を排除して測
定することができると考えられた。さらに，場所を
選ばず簡便に測定できるという特徴をもつため，病
棟や訪問業務での再現が可能であると考えられた。
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ABSTRACT

［Objective］ The functional reach test has been developed to evaluate dynamic balance in the elderly. The 
aim of this study was to evaluate the validity and reliability of a new measuring method using laser 
range finder for functional reach test.

［Methods］ The functional reach distance was measured in three ways, namely, the laser range finder 
method （LRF）, the measuring instrument method （MI）, and the telescoping rod method （TR） for 67 
subjects. When the LRF method was performed, subjects were asked to stand for 2 m, 3 m, or 4 m 
from a wall. The association between the LRF, MI, and TR methods was tested using Pearson’s cor-
relation coefficient. Inter-observer reliability was evaluated using the intraclass correlation coefficient. 
Repeated measures analysis of variance （rANOVA） was used to analyze the averages of the reach 
distances from each measurement method.

［Results］ The intraclass correlation for the LRF method was 0.86, that of the MI method was 0.89, and 
that of the TR method was 0.79. The LRF method and TR method were both strongly associated 
with the MI method, in wherein the reach distance using the MI method strongly correlated with the 
distances measured using the LRF and TR methods （r＝0.71, r＝0.75 respectively）. The reach dis-
tance using the LRF method was significantly shorter than those of two methods, and that of the TR 
method was longest of the three methods.

［Conclusions］ The LRF method has good validity and reliability; thus, the LRF method could be per-
formed for rehabilitation in the wards or during home visits.

Aomori	J.	Health	Welfare,	3（2）;	35-40:	2021

Key words:	Functional	reach	test,	laser	distance	measure,	fall	prevention,	dynamic	balance

Corresponding author
Mamoru Sato（E-mail: m-sato.pt@outlook.jp）
Department of Rehabilitation, Marumero Home Visit Nursing Station Nishitaga
#207 Soleil, 1-8-27 Kaminoyama, Taihaku-ku, Sendai city, Miyagi, 982-0812, JAPAN
Tel: 022-302-5848　Fax: 022-302-5981

Originally published in Aomori Journal of Health and Welfare (https://auhw.repo.nii.ac.jp/?action=repository_
opensearch&index_id=279) This is an open access article distributed under the terms of the Creative Commons 
Attribution License (https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/), which permits unrestricted use, distribution, 
and reproduction in any medium, provided the original work, first published in Aomori Journal of Health and Wel-
fare, is properly cited. The complete bibliographic information, a link to the original publication on https://auhw.
repo.nii.ac.jp/?action=repository_opensearch&index_id=279, as well as this copyright and license must be included.




